
平成２３年２月１０日

割賦販売法に基づく登録個別信用購入あっせん業者に対する

改善命令について

関東経済産業局は、本日、割賦販売法に基づく登録個別信用購入あっせん業

者であるタイヘイ株式会社に対し、同法第３５条の３の２１第１項及び第３５

条の３の３１の規定に基づき、個別信用購入あっせんに係る業務の運営を改善

するため必要な措置をとるべきことを命じました。

１． 事業者の概要

（１）名 称：タイヘイ株式会社（以下「同社」という。）

（２）代表者：代表取締役 折原 秀則

（３）所在地：千葉県匝瑳市八日市場イ２６１４番地（本店）

東京都江戸川区松江七丁目８番１０号（個別信用購入あっせん

業者登録簿上の主たる営業所）

（４）登録年月日及び登録番号

平成２２年８月１６日登録 関東（個）第５８号

（５）資本金：６千万円

（６）事業内容：食品の製造卸小売業、信販事業等

２． 処分内容

（１）割賦販売法（以下「法」という。）第３５条の３の２１第１項の規定に

基づく改善命令

平成２１年１２月１日以降、特定契約（特定商取引に関する法律に規定

する訪問販売等による契約）を行う加盟店に対し、法で定める調査の対象

となる事案が生じていたにもかかわらず未実施のものについては、速やか

に調査を実施し、記録を保存すること。

（２）法第３５条の３の３１の規定に基づく改善命令

個別信用購入あっせんの公正かつ適確な実施を確保するために必要な

ものとして割賦販売法施行規則（以下「省令」という。）に定める体制を

整備するため、法令遵守体制、内部管理体制及び社内規則等を抜本的に見

直し、その充実・強化を図ること。

（３）上記（１）及び（２）の措置は、この改善命令を行った日から１月以内

に講ずること。



３． 処分理由

関東経済産業局が同社に対して立入検査を実施したところ、以下のとお

りの事実を確認し、業務の改善が必要と判断したため。

（１）加盟店調査義務違反

特定契約を行う加盟店に対し、法で定める調査を行っていないものがあ

った。（法第３５条の３の５及び第３５条の３の２０違反）

（２）社内体制の不備

個別信用購入あっせんの公正かつ適確な実施を確保するために必要な

ものとして省令で定める体制を整備していなかった。（法第３５条の３の

２６第１項第９号該当）

＜参考＞

割賦販売法は平成２０年６月の改正により、個別信用購入あっせん業者

の登録制の導入、個別信用購入あっせん業者に対する加盟店調査、事業の公

正かつ適確な実施のための体制整備の義務付け等、規制が大幅に強化され、

平成２１年１２月より段階的に施行されている。
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